


































































































































































C.S.シャウプを団長とし、アメリカの 7人の研究者から成るシャウプ使節団は、49年 5 月から


























































































































































































































































を示す可処分所得のジニ係数は86年の0 . 293から95年の0 . 317、さらに01年の0 . 335へと増加し
ているが、大竹文雄は、所得格差はもともと高齢層において大きく、格差が拡大したのは、高
齢者世帯の比率が高まったからである、と説明し、政府も近年の格差拡大は高齢化がもたらし


























































































































































































































































































































































いたが、2006年には21 . 6％にまで低下している。国民健康保険に関しては、「加入者の49 . 4％
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